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学校の教育目標実現に向けた

管理運営能力の明確化
－本県の校長のリーダー行動に関する実態調査・分析を通して－

長期研修員 小嶋 豊

長期研修員 寺内 昭浩

《研究の概要》

本研究は、校長の管理運営能力を明確にするために文献・先行研究及び抽出校の校長へ

のインタビュー、本県の校長のリーダー行動に関する実態調査・分析を行ったものである。

具体的には学校経営の改善に有効とされる組織マネジメントに着目し、マネジメントサ

イクルの各段階における学校の教育目標実現に向けた校長の管理運営能力について分析を

行い、その主な要素を定めた。

キーワード 【学校経営 校長 管理運営能力 リーダー行動 マネジメントサイクル】

Ⅰ 主題設定の理由

教育現場には学力・体力の低下、不登校、学級

崩壊などの問題が山積している。そして、変化の

激しい現代社会において、学校はこれらの問題を

解決するために管理職のリーダーシップのもと、

高度な専門性と実践的指導力を兼ね備えた教師集

団で構成する質の高い「組織」として機能するこ

とが求められる。そのために必要とされるのが組

織マネジメントであると考える。

組織マネジメントとは、組織体が変化する環境

の中で生き残る手法である。学校が児童生徒や保

護者、地域住民などの各種関係者のニーズを読み

取り、効果的・効率的な教育活動を展開するため

に、学校組織をうまく動かす上で有効な手法であ

る。

中央教育審議会答申「今後の地方教育行政の在

り方について」(H.10.9.21)や教育職員養成審議

会第３次答申「養成と採用・研修との連携の円滑

化について」(H.11.12.10)、さらに、教育改革国

民会議報告「教育を変える17の提案」(H.12.12.2

2)でも、学校に組織マネジメントを導入し、校長

のリーダーシップ発揮による学校改善が求められ

ている。本県においても「平成17年度学校教育の

指針」の中で、学校経営ビジョンを明確にし、マ

ネジメントサイクルを取り入れた学校組織マネジ

メントの推進が強調されている。そのためには、

校長の管理運営能力を明らかにする必要がある。

このような状況の中で、群馬県教育委員会と群

馬大学との連携による「教育改革・群馬プロジェ

クト」が構想され、その一環として「教員の資質

・管理運営能力の開発」についての共同研究（３

か年計画）が今年度よりスタートした。

研究初年度は、学校経営の要であり、リーダー

シップの発揮を強く求められている校長の「学校

の教育目標実現に向けた管理運営能力の明確化」

に取り組むことにした。

以上のことから、本研究主題を設定した。

Ⅱ 研究のねらい

文献・先行研究や学校経営にかかわる実態調査

を通して、「学校の教育目標実現」（以下、「目標

実現」と表記）に向けた校長の管理運営能力を明

確にする。

Ⅲ 研究の見通し

１ 文献・先行研究や「抽出校の校長へのインタ

ビュー」（以下「インタビュー」と表記）結果

から得られたデータを分類・整理することによ

って、目標実現に向けた校長の管理運営能力を

想定できるであろう。

２ 想定した目標実現に向けた校長の管理運営能

力とインタビュー結果、管理職研修対象校長及
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び教頭から収集する資料による、日常の教育活

動における校長のリーダー行動を分析すること

により、目標実現に向けた管理運営能力を構成

する主な要素を定めることができるとともに、

本県の校長の管理運営能力の特徴が明らかにす

ることができるだろう。

Ⅳ 研究の内容

１ 基本的な考え方

研究全体構想図

(1) 管理運営能力とは

校長の管理運営能力とは、学校という組織の最

高責任者として学校を「経営」する力ととらえる。

「経営」とは一般に「方針を定め、組織を整えて

目的を達成するよう持続的に事を行うこと。」

（『大辞林』）であり、学校においては、「独自に

学校の教育目標を設定し、その達成に向けて学校

における『人』（教職員・児童・生徒・保護者・

地域住民など）、『物』（施設・設備・公共機関）、

『金』（予算）及び『情報』を有機的に結合し、

さらにその成果を吟味して、目標実現に向けた方

策のとらえ直しを図ること」と考える。

(2) 目標実現に向けた管理運営能力の明確化とは

文献・先行研究及びインタビュー結果から目標

実現に向けた校長の管理運営能力を想定し、校長

のリーダー行動を分析することで校長の管理運営

能力を構成する主な要素を定めようと考える。

(3) 組織マネジメントの必要性

中央教育審議会答申や本県「平成17年度学校教

育の指針」などで推進の必要性が強調されている

組織マネジメントは、もともと企業などが実施し、

効果を上げているものである。

組織である学校にとっても企業の組織マネジメ

ントに学ぶべきところは大きいと考えられるが、

両者の特質を考慮していく必要がある。

まず、企業では組織の存亡にかかわる危機意識

を前提にした経営意識が強いが、学校における危

機意識は希薄で、学校は変化しにくい組織である

とも言われる。

しかし、外部環境が常に変化し続けている以上、

組織である学校が生き残るためには、外部の変化

に適応するために学校内部を変化させる必要があ

る。

また、企業は収益を上げるべく必死に努力する

が、学校では収益に値するものが見える形で存在

しない。それゆえ、これまでの学校は、年間を通

して個々の児童生徒に何をどのように達成したか

という業績・成果の把握が極めて不明確・不十分

であったと言わざるを得ない。組織マネジメント

は、学校の達成目標を明確にし、その目標達成を

目指すとともに、評価・改善を繰り返し、絶えず

より質の高い教育への向上を期するためのものな

のである。

(4) ＰＤＣＡに基づく管理運営能力の明確化

学校組織では組織の根幹にかかわる「目標」、

すなわち学校の「教育目標」が包括的であるため、

教職員によって理解に差が生じ、行動目標になり

にくいあいまいさがある。

しかし、学校が直面する様々な教育課題をより

よく解決し、児童・生徒を始め保護者や地域の信

頼を得るためには、すべての教職員が目標を理解

し、共有した上で学校が組織として絶えず改善を

図っていかなければならない。そのためには、組

織に「ＰＤＣＡのマネジメントサイクル」（以下、
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「マネジメントサイクル」と表記）を取り入れ、

学校が組織として「目標実現」に向かって効率的、

効果的に教育活動を展開することが必要である。

このマネジメントサイクルを組織にしっかりと

根付かせることが校長の役割であり、校長に期待

されていることと考える。そして、マネジメント

サイクルを機能させるためには、校長がその各段

階における管理運営能力を構成する要素を把握し

ている必要がある。

そこで、マネジメントサイクルの各段階で必要

とされる管理運営能力に「経営構想力」「経営実

践力」「経営課題把握力」「経営改善力」と名称

を付け、それぞれの段階で目標実現に向けた校長

の管理運営能力について明らかにしようと考え

た。

２ 文献・先行研究及びインタビューに基づく管理運

営能力の想定

管理職の資質・能力に関する文献や先行研究及

びインタビュー結果から、マネジメントサイクル

の各段階における校長の管理運営能力を想定し

た。インタビューは目標実現に向けた校長のリー

ダー行動に関するデータを収集するため、県内公

立小学校長２名及び中学校長４名に対して実施し

た。

(1) ＰＬＡＮ（計画）：「経営構想力」

この段階は、目標を設定し、その目標を実現す

るための経営構想を練る計画段階である。文献・

先行研究によると、「企画能力」としての「開か

れた学校作りのビジョンを作り出す力」「教育目

標、経営目標を設定する力」「人的、物的、財政

的資源を組織し、割り当て、企画する力」などが

必要とされる。

経営構想の立案には、単に「目標」を定めるだ

けでなく、それを達成するための「方策」及び「期

限」、「役割分担」を中期的な視点で設定するこ

とが必要である。

「目標」は、組織が活動を進めるに当たって実

現・達成を目指す各学校の「教育目標」であり、

目指す「学校像」でもある。また、目標は組織の

実態や課題を踏まえ、教職員にとって具体的で分

かりやすく、実現可能なものとして設定する必要

がある。インタビューでも『具体的な目標がなけ

れば実践や評価、改善といったマネジメントサイ

クルが円滑に機能しない。』という意見をいただ

いた。

「方策」は、目標を達成するための具体的な手

立てのことであり、組織を取り巻く内外環境の分

析を踏まえた効果的な組織設計などがこれに当た

る。組織設計は組織を動かすための段取りや仕組

み作りのことで、内外環境の変化に対して臨機応

変に対応できる柔軟な組織構造や体制が有効であ

ると考えられる。

「期限」の設定は、マネジメントサイクルにお

ける次の段階である「実践」が惰性に流れるのを

排し、マネジメントサイクルを取り入れて、組織

的活動の停滞を防ぐためである。

「役割分担」は、設計した組織がより高い成果

を上げるためには能力や適性に応じた人材を配置

することが重要だからである。これは構成員個々

の得意分野にとらわれずに、だれもがもっている

リーダーシップを引き出していくことでもあると

考える。インタビューでは『経営のポイントは、

適材適所による人材配置である。組織力いかんで

経営は決まる。』と適材適所の重要性が確認され

た。

以上のことからこの段階で必要とされる管理運

営能力を次のように想定した。

ア 「目指す学校作りのための学校経営ビジョ

ンを構想する力」

教育理念に基づき、目指す学校の姿（目標）と

目標達成までのプロセスを中期的な視点で明らか

にする。そのために、まず、教育の動向、学校の

現状や子ども、保護者及び教職員の願いを踏まえ、

自校の教育課題の把握・分析及び重点課題の設定

を行う。そして、自校の重点課題を具体化し、課

題解決のための組織設計及び適材適所の人材配置

を行う。

(2) ＤＯ（実践）：「経営実践力」

この段階は「計画」に基づいた諸方策を「実践」

する段階である。

文献・先行研究では「学校の置かれた状況を多

面的に把握し、教職員に発信する力」「教職員に

対する説得力と影響力」などの重要性が述べられ

ており、この段階では、まず、計画（「学校経営

ビジョン」）を教職員や外部の関係者に浸透させ、

その共有化を図ることが重要だと考えられる。な

ぜなら組織はその計画を基に、内外環境の変化に

柔軟に対応しながら主体的に実践を推進していく

必要があるからである。

また、組織が主体的に教育活動を実践していく

ためには教職員一人一人に組織マネジメント的視
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点を意識させ、組織全体が組織マネジメント的視

点に立った実践を展開していく必要がある。その

ことが各分掌の組織を活性化し、組織全体の力量

を高めることにつながるとされる。

さらに、校長は文献・先行研究では「対人調整

能力などと表現される、教職員との積極的なコミ

ュニケーションによって効果的に指導助言し、教

職員個々の経営参画意欲を高めるとともに、継続

的に教職員の職能成長を図る必要がある」とされる。

また、より充実した教育活動を展開するために

校長は日ごろから地域・関係諸団体などの把握、

情報収集に努め、その教育力を自校の教育活動に

生かすことが求められている。このことは文献・

先行研究では「渉外能力」などと定義されている。

以上のことからこの段階で必要とされる管理運

営能力を次のように想定した。

ア 「学校経営ビジョンの共有化を促進する力」

学校の教育目標及び目標達成のためのミッショ

ン、重点課題、行動規範などの学校経営ビジョン

を教職員、保護者、地域に向けて分かりやすく発

信し、理解・共感を得る。また、双方向のコミュ

ニケーションによって教職員、保護者、地域の学

校への思いや願いを把握する。

イ 「各分掌の組織を活性化する力」

各分掌の役割や仕事の内容と範囲を明確に設定

し、教職員の理解と自覚を促進する。また、各分

掌や各種委員会の主体性を尊重するとともにキー

パーソンのリーダーシップを促進する。

ウ 「教職員の経営参画を促進する力」

個々の教職員に常に組織マネジメント的視点に

基づく教育活動を意識させる。また、教職員への

信頼に基づいて、日常の教育実践を評価・承認し

たり、教職員の意見やアイディアを学校経営に積

極的に反映させたりして、個々の教職員の達成感

・成就感を創出する。

エ 「教職員の職能成長を図る力」

教職員に求められる資質・能力を理解し、個々

の教職員のライフステージに応じた校内研修及び

校外研修の推進・充実に努める。また、授業参観

及びその後の指導助言などの職場内教育（ＯＪＴ）

の充実を心がける。

オ 「地域・関係諸団体などの教育力を活用す

る力」

日ごろから関係諸団体の把握及び情報収集に努

める。また、学校経営ビジョンを分かりやすく発

信し、理解・共感を得ながら保護者・地域との信

頼関係を醸成し、その教育力を積極的に自校の教

育活動に生かす。

(3) ＣＨＥＣＫ（評価）：「経営課題把握力」

この段階は、「実践」によって得られた教育活

動の成果を学校評価によって把握するとともに、

課題を明確にする段階とされる。より客観的な課

題把握のためには、「目標」「方策」「期限」「役

割分担」「施設・設備」など、様々な観点から事

実を分析することが考えられる。

また、組織マネジメントの目的は、組織力を高

め成果を上げることにある。文献・先行研究によ

ると、「教職員のモラールや職務満足度を理解す

る力」「教職員及び自己の職務遂行能力を評価す

る力」などが必要とされ、教職員の職務達成状況

を的確に把握するとともに、校長自身も自らのリ

ーダー行動が組織力向上に有効であったかを評価

し、計画の修正及び経営の改善に役立てることが

重要であると考えられる。

以上のことからこの段階で必要とされる管理運

営能力を次のように想定した。

ア 「学校評価を実施し、学校課題を明確にす

る力」

学校経営ビジョンに基づく独自の評価項目を設

定し、学校評価を実施する。そして、評価結果の

分析、吟味により現在の学校課題を明確にする。

イ 「自己の職務達成状況を評価する力」

学校経営ビジョンに基づいた独自の評価項目を

設定するとともに、経営構想の明確性及び教職員

への浸透度、目標達成に向かっての自分自身のリ

ーダー行動の振り返りを実施する。

ウ 「教職員の職務達成状況を評価する力」

学校経営ビジョンに基づく独自の評価項目を設

定するとともに、授業参観や面談などを通じて教

職員の業績を的確に把握する。

(4) ＡＣＴＩＯＮ（改善）：「経営改善力」

文献・先行研究によると、この段階は「評価」

で明確にした組織の課題を整理・分析・吟味し、

必要に応じて中期的な「計画」に修正を加え、「実

践」の諸方策を見直すことにより来年度以降の学

校経営を充実させる段階である。「学校自己評価

や外部評価を基に次年度に備える力」という文献

も見られた。

以上のことからこの段階で必要とされる管理運

営能力を次のように想定した。

ア 「評価を次年度の学校経営に生かす力」

学校評価で明確にした課題とその原因をふま
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え、学校課題を重点化する。また、学校経営ビジ

ョンの修正（微調整）、新しい方策の検討、旧来

の方策の再検討により、経営の改善を図る。

以上のように想定したマネジメントサイクルの

各段階における校長の管理運営能力をまとめたも

のが資料１である。

資料１

マネジメントサイクルの各段階における校長の管理運営能力

管 理 運 営 能 力

Ｐ 経 営 ア 目指す学校作りのための学校経

計 構想力 営ビジョンを構想する力

画

Ｄ 経 営 ア 学校経営ビジョンの共有化を促

実 実践力 進する力

践 イ 各分掌の組織を活性化する力

ウ 教職員の経営参画を促進する力

エ 教職員の職能成長を図る力

オ 地域・関係諸団体の教育力を活

用する力

Ｃ 経 営 ア 学校評価を実施し、学校課題を

評 課 題 明確にする力

価 把握力 イ 自己の職務達成状況を評価する

力

ウ 教職員の職務達成状況を評価す

る力

Ａ 経 営 ア 評価を次年度の学校経営に生か

改 改善力 す力

善

３ 管理運営能力を構成する主な要素

(1) 県内の校長の「リーダー行動」の収集・分析

平成17年度管理職研修対象校長（87名)及び教

頭(84名)に対して校長の「目標実現に向けたリー

ダー行動」の記録及びポートフォリオ形式による

関連資料の集積を依頼した（資料２）。そして収

集した校長のリーダー行動データから本研究の柱

である「目標実現に向けた管理運営能力」にかか

わるものだけを選別し、想定した10の管理運営能

力別に分類した。

(2) 管理運営能力別リーダー行動の出現頻度

想定した10の「管理運営能力」をキーワードと

して設定し、収集したリーダー行動記録（テキス

トデータ）の一つ一つのリーダー行動がどの管理

運営能力に基づくものかを分析し、管理運営能力

別のリーダー行動出現頻度の数値化を試みた（グ

ラフ１）。

それによると、「計画」に基づいた諸方策を「実

践」する段階、すなわち、学校経営ビジョン達成

のための、教職員を始めとする学校関係者への働

きかけである経営実践力に該当するリーダー行動

の出現頻度が最も高い。

その中でも、「教職員の職能成長を図る力」が

最も多く、次いで「教職員の経営参画を促進する

力」「学校経営ビジョンの共有化を促進する力」

と続く。また、この「経営実践力」におけるリー

ダー行動を働きかけの対象別に見ると、教職員が

全体の83％、次いで保護者や地域住民（学校評議

員、区長、民生委員など）が12％、校長会や教育

委員会、関係諸学校が４％、児童生徒が１％であ

る。

「教職員の職能成長を図る」ことは、学校の組

織構成員である教職員一人一人の職務遂行能力の

向上を目指すことであり、学校全体で家庭や地域

との信頼関係の構築を目指すものでもあると考え

られる。

資料２ 目標実現に向けたリーダー行動記録の収集
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グラフ１ リーダー行動出現頻度

(3) 実態調査の結果と考察

10の管理運営能力別のリーダー行動から管理運

営能力を構成する「主な要素」を定めた。

ア ＰＬＡＮ（計画）：「経営構想力」

(ア) 「目指す学校作りのための学校経営ビジョ

ンを構想する力」

① 「目指す学校像の明確化」

主なリーダー行動

○校長の教育理念を説明する。

○目指す学校像（目指す児童・生徒像、目指す

教職員像など）を明確に設定する。

○学校の教育目標を設定（吟味）する。

○自校の将来像についての中期的な構想を説明

する。

「目指す学校像を明確に設定する」「自校の将

来像について中期的な構想を説明する」というリ

ーダー行動や『経営者としての理念を常にもち、

学校経営ビジョンを策定する。理念がないと方向

性を示せないし、教職員から信頼されない。』と

いうインタビュー結果などから、理念に基づき、

目指すゴールを明確にすることが重要であると言

える。以上のことから主な要素を「目指す学校像

の明確化」と定めた。

② 「自校の教育課題の把握・分析、重点課題の設定」

主なリーダー行動

○経営方針決定の観点を明確にする（教育を取

り巻く社会の状況、文部科学省の動向、学習

指導要領の方針、家庭・地域の実態、児童の

実態把握）。

○経営方針、経営の努力点、重点課題、学校課

題解決の具体的方策を策定する。

上記リーダー行動や『学校評価結果や日常の教

育活動を通して、学校の現状を総合的に判断し、

重点課題とする。経営方針などは、より具体的に

示すことが大切である。』というインタビュー結

果から、主な要素を「自校の教育課題の把握・分

析、重点課題の設定」と定めた。

③ 「自校の重点課題解決のための組織設計」

主なリーダー行動

○目標実現に向けた具体的な組織改革を行う。

○学校組織のスリム化を行う。

『既存の分掌組織では、マネジメントサイクル

を取り入れたこれからの学校経営はできない。思

い切った組織改革が必要であり、組織をうまく活

用しなければ目標達成はできない。』というイン

タビュー結果にも見られるように、従来の分掌組

織の活用でなく、重点課題解決に直結する機能的

な組織の構築及び既存組織の改廃が必要だと考え

られる。よって、「自校の重点課題解決のための

組織設計」を主な要素として定めた。

④ 「適材適所の人材配置」

主なリーダー行動

○学校経営構想に基づき、教職員の力量に合わ

せた分担と割り当てを検討する。

○職場内教育（ＯＪＴ）が効果的に行えるよう

な校内人事を行う。

○教職員の希望を踏まえた人材配置を行う。

インタビューでは『教職員の力量を見極め、実

現可能な職務に適した校内人事をする。教職員の

意欲を高めるためにも、達成感・成就感を味わえ

るように心がける。』などの意見があり、教職員

の経営参画促進と密接に関連している「適材適所

の人材配置」を主な要素として定めた。

イ ＤＯ（実践）：「経営実践力」

この段階のリーダー行動は、日常の教育活動に

おいて最も多く見られ、校長が学校経営の推進に

当たって共通して重要視していることが伺える。

インタビューにおいても、『経営者とは、いかに

「人」・「組織」を動かせるかである。』という意
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見をいただいた。

(ア) 学校経営ビジョンの共有化を促進する力」

① 「学校経営ビジョンの発信・理解・共感」

主なリーダー行動

○教育目標・経営方針・指導の重点を説明する。

○朝の打ち合わせにおいて教育理念を話す。

○学校の教育目標を具体的に児童・生徒に説明

し、教職員にも改めて使命と職責の自覚を促

す（儀式的行事・朝礼など）。

○本年度学校経営構想の修正点と学校課題の説

明をする。

○特色ある学校作りの新規事業としての企画を

提案し、準備と取組を指示する。

○学校便りにより外部に知らせた経営方針や具

体的な方策で自校の指導体制を確立していくよ

う指導する。

○学校の教育目標を意識した教育活動を展開す

るよう教職員に指示する。

○ＰＴＡ総会（ＰＴＡ本部役員会、学年保護者

会、学校保健委員会、同窓会、本部役員会な

ど）や学校公開日（授業参観、学級懇談会な

ど）、家庭訪問などの機会に学校の経営方針

についての理解を求める。

○学校のホームページへ学校の経営方針を掲載す

る。

○地区別懇談会で学校の取組を説明し、学校と

家庭及び地域の連携の大切さについて理解を

求める。

○学校評議員会で学校経営方針について説明

し、学校の取組に対する意見を聴取するとと

もに協力を依頼する。

○学校便り、ＰＴＡ広報で教育目標や重点的な

目標を紹介し、家庭との連携の重要性を説明

する。

○民生委員会、区長会で学校の取組を説明し、

連携・協力を依頼する。

○教育委員会、教育事務所の経営訪問で経営方

針、課題と具体的な取組について説明する。

目標実現のためには、校長自身が描く学校経営

ビジョンに対する関係者の理解を図り、いかに共

感を得るかが大切であると考える。

インタビューでは、教職員に対して『学校経営

ビジョンをデザイン化して分かりやすく』したり、

『職員会議や校内研修全体会及び朝の打ち合わせ

などの場で計画的に、繰り返し説明』したりして

『学校経営ビジョンの浸透』を図っている様子が

うかがえる。

また、地域や保護者に対しては、ＰＴＡ総会や

保護者会あるいは区長会などの地域の諸会議への

出席及び学校便りやホームページなどの活用によ

り学校経営ビジョンの共有化を図っている。

このように、学校が家庭、地域と一体となった

教育活動を推進していくために、校長は学校を取

り巻く人々に対して、様々な機会をとらえて継続

的に学校経営ビジョンを発信していることが分か

る。

以上のことから「学校経営ビジョンの発信・理

解・共感」を主な要素として定めた。

② 「双方向のコミュニケーション」

主なリーダー行動

○学校運営について三者協議（校長・教頭・教

務）で経営全般にわたる課題や方向性などに

ついて協議していくことを確認する。

○教職員との個人面談を通じて、学校の経営方

針などについての意見交換を実施する。

○学校経営方針にかかわる保護者や地域住民の

意見・要望を把握する（ＰＴＡ本部、学校評

議員会、地区懇談会などの活用）。

校長の一方的な説明だけでは学校経営ビジョン

の共有化を図ることは難しいと考えられる。校長

が常に教職員や保護者・地域住民などの各種関係

者の学校に対する意見や要望を把握し、学校経営

に反映させていこうとしていることはリーダー行

動から明らかである。学校経営ビジョンの発信の

みならず、関係者との日常的な「双方向のコミュ

ニケーション」によって互いの信頼関係が醸成さ

れ、その信頼関係によって初めて学校経営ビジョ

ンの理解が図られ、学校を共に支えていこうとい

う機運が地域に生まれるのだと考える。

以上のことから「双方向のコミュニケーション」

を主な要素として定めた。

(イ) 「各分掌の組織を活性化する力」

① 「各分掌の役割理解・自覚の促進」

主なリーダー行動

○各種分掌の職務についての確認・改善につい

て指示する。

○学年経営の在り方について指導助言する。

○各主任にリーダーとしての役割の自覚を促す。

○各分掌組織や学年部会などの役割や学年部会の在

り方を指導助言する。

○学校運営の観点から各種会議の効率的な運営

を指示する。

○全職員による協働体制確立及び分掌組織の連
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携を指示する。

学校経営ビジョンの共有化が図れても、目標実

現に向けた教育活動の中心は学校の構成員である

教職員である。この教職員の職務状況によって、

目標達成の度合いは大きく左右される。リーダー

行動では、校長は円滑な職務の遂行を図るために

各分掌組織や主任の職務を明らかにし、指導助言

するとともに、分掌間の連携、協働体制の確立を

図っていることが分かる。

以上のことから「各分掌の役割理解・自覚の促

進」を主な要素として定めた。

② 「各分掌組織・各種委員会の主体性の尊重」

主なリーダー行動

○各分掌に課題に対する主体的な取組を指示す

る。

○各主任に分掌などの本年度の努力点、方針に

ついて全教職員に共通理解を図るよう指示す

る。

○各種行事で各分掌が責任をもって職務を遂行

する必要性について説明する。

○生徒指導部と協力して組織的な対応をするよ

う指示する。

校長は学校経営ビジョンに基づく学校経営を推

進するために、個々の教職員はもとより各組織に

対して主体的な活動をしていくよう指示している

と考えられる。インタビューでも、『各分掌、教

職員の仕事を尊重し、方向性を示して行動させる。

人間は任されれば知恵を出して取り組む。相談し

ながら、方向性を示唆し、任せることは任せる。』

あるいは『達成できそうな仕事を与え、任せ、成

果を上げさせて、自信をもたせる。』という意見

をいただいた。校長の指導のもとでの「各分掌・

各種委員会の主体性の尊重」は組織活性化のため

に重要であることから主な要素として定めた。

③ 「キーパーソンのリーダーシップの促進」

主なリーダー行動

○教頭に対して学校の経営方針や努力点を説明

するとともに、校長を補佐し、学校課題に取

り組む意欲と自覚を高める。

○教務主任の職務について指導助言する。

○運営委員に対し、学校の教育目標や経営方針

などの実現に向けて校内の中核的な立場とし

ての自覚と意欲をもって職務に当たるよう指

示する。

○研修主任に校内研修を推進していく主体者で

あることの自覚を促し、研修計画・テーマに

ついて指導助言する。

○学年主任・生徒指導主事などの各主任に対し

て学校経営に関する役割について指導助言す

る。

○主任に対して自信をもって若い教職員の指導

に当たるよう期待を伝達する。

組織を活性化するためには、校長の方針に沿い、

教職員の中心となって教育活動を率先して行うキ

ーパーソンの育成及び各主任のリーダーシップが

必要であると考えられる。リーダー行動に見られ

る、特に校長を補佐する教頭の役割自覚を高める

ような行動や、運営委員など、学校経営上、中核

的な立場にある教職員に対する職責の自覚を促す

指導が多いのもこのためだと考える。

以上のことから「キーパーソンのリーダーシッ

プの促進」を主な要素として定めた。

(ウ) 「教職員の経営参画を促進する力」

① 「マネジメント的視点の意識化」

主なリーダー行動

○組織マネジメントの手法と学級経営（目標管

理の考え方と実施）とについて説明する。

○目標実現のための具体的方策、評価、改善策

を明らかにした学級経営案の作成を指示す

る。

○学年・学級・教科などの経営について目標管

理型の実践をするよう指示する。

○学校課題解決のための学校運営の基本的考え

方を学校経営の立場から共有し、全職員の協

働体制について意識させる。

○週案の活用と授業の充実について指導助言す

る。

○各種行事について児童・生徒が目標をもって

取り組み、一人一人が達成感を味わえる行事

となるよう原案作成を指示する。

○教育活動の成果と課題を今後の実践に生かす

よう指示する。

○人事評価制度の意義と目的・方法を説明する。

教職員一人一人の経営参画意欲を高めることは

組織の力量を高めることでもある。組織マネジメ

ントの手法を重要視する校長のリーダー行動が多

く見られ、インタビューでも、『教職員が組織マ

ネジメント的視点をもつことが経営参画意欲を高

め、職能成長を図ることにつながる。教科・学年

・学級経営、それぞれにおいても組織マネジメン

トの考え方をもつことが大切である。』と多くの

校長がその重要性を述べている。よって、「マネ

ジメント的視点の意識化」を主な要素として定め

た。
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② 「教職員の評価・承認及び達成感・成就感の創

出」

主なリーダー行動

○職員のよさを認め、意欲をもって職務に取り

組むことができるよう面談を実施する。

○要請訪問・授業公開などの授業者を評価す

る。

○生徒指導部会を中心とした全校体制の取組を

評価し、今後も着実な実践を継続するよう指

示する。

○各行事での子どもたちの活躍や成長の様子か

ら日ごろの教育活動に感謝を伝える。

「職員のよさを認める」姿勢で教職員に接し、

教職員を適宜、激励する校長の姿が多く見られる。

インタビューでも、『なるべく職員室にいて、先

生方と接し、一人一人のよさを見つけるよう心が

けている』『褒めて生かし、褒めて育てる』『熱

心な教育活動を行い、成果を上げている教職員に

はそれ相応の評価をする』など校長のきめ細かな

配慮が伺える。校長の日常的な言葉かけを始めと

する評価・承認が教職員のやる気を育て、新たな

教育活動への強い意欲付けとなると考えられる。

以上のことから、「教職員の評価・承認及び達

成感・成就感の創出」を主な要素として定めた。

③ 「教職員の意見・アイディアの反映」

主なリーダー行動

○次年度の学校の経営構想・特色ある学校作り

の基本的な考え方を示し、職員の意見を求め

る。

○学校運営の改善に関する調査の実施によって

教職員の意見を反映させる。

○校内の現状について教職員との意見交換を実

施する。

「学校運営の改善に関する調査」などの実施や

「意見交換」によって教職員から意見を積極的に

求めるリーダー行動は、学校経営に教職員の意見

を反映させることで、経営への参画を促そうとす

るものと考えられる。よって、「教職員の意見・

アイディアの反映」を主な要素として定めた。

(エ) 「教職員の職能成長を図る力」

① 「教職員に求められる資質・能力の理解」

主なリーダー行動

○教師という職業のやりがいや崇高さについて

講話し、教職員にプライドをもたせる。

○教育の動向、教師の在り方について資料を用

いて説明する。

○生徒指導に関する基本的な考え方や方法につ

いて指導助言する。

○学習指導に関する手立て・工夫などについて

指導助言する。

学校は激しく変化する社会に適応し、絶えず改

善しながら教育活動を実践していかなければなら

ない。同様のことが教職員にも求められていると

考える。校長は、教育界の動向や今日的課題、教

師の在り方、学習・生徒指導などについて多くの

資料を用いて教職員に対する指導を行っている

が、そのためには、まず、教職員に求められる資

質や能力をリーダーたる校長自身が把握・理解し

ている必要がある。よって「教職員に求められる

資質・能力の理解」を主な要素として定めた。

② 「校内外研修の推進・充実」

主なリーダー行動

○学校の教育目標と校内研修の充実との関連を

説明し、具体的な授業実践について共通理解を

図る。

○校内研修の進め方などについて学校の経営方

針に沿った研修となるよう研修主任に指導助

言する。

○授業を大切にし、授業に生きる実践的な校内

研修となるよう指導助言する。

○単元構想に基づく授業作りができるよう、ね

らい、教材・教具、学習活動・学習形態、指

導と評価の一体化などについて確認する。

○自己研修を積極的にする上で文献研修はもと

よりセンター研修や県外研修を視野に入れて

取り組むことを奨励する。

○校外研修内容を伝達し、その共有化を図るよ

う指示する。

インタビューでは、『教職員の職能成長を図る

ためには、校内研修を活用するのが最適である。

だからこそ、研修主任を育てリーダーシップをと

らせることが大切である。』という意見をいただ

いた。このことを裏付けるように、上記リーダー

行動でも、校内研修と学校の教育目標との関連や、

方向性の示唆、校外研修内容の伝達・共有化など、

多くの校長が有意義な校内外研修の推進・充実に

よって教職員の職能成長を図っている。

以上のことから「校内外研修の推進・充実」を

主な要素として定めた。

③ 「職場内教育（ＯＪＴ）の充実」

主なリーダー行動

○授業参観を行い、授業改善の意識付けや具体

的な手だてについて指導助言する。
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○一人一授業公開を実施させる。

○中堅教師に若手教師の育成に力を発揮させる。

○生徒指導にかかわり、きめ細かい指導につい

て指導助言する。

○学年・学級経営について評価・指導を実施する。

○学習指導及び生徒指導に関する教職員間の情

報交換を日常化する。

学習指導に関しては、自ら教職員の授業を参観

し、授業改善への意識付けや具体的な改善点につ

いて指導助言している校長が多い。また、「教職

員間の情報交換」や「一人一授業公開」、「中堅

教師から若手教師への指導技術の伝達」など、日

々の授業を気軽に見せ合い、意見交換しながら指

導技術を学び合い、お互いが高め合えるような雰

囲気づくりを大切にしている校長もいる。

このように、実践的指導力の向上こそが職能成

長を図る中心であり、校長が職場内教育に力を注

いでいることが分かる。よって、「職場内教育（Ｏ

ＪＴ）の充実」を主な要素として定めた。

(オ) 「地域・関係諸団体などの教育力を活用す

る力」

① 「関係諸団体の把握・情報収集」

主なリーダー行動

○校長会、教育委員会などにおける情報・意見

を収集する。

○ＰＴＡ、学校評議員会、区長会、民生委員会

などにおける情報・意見を収集する。

○家庭訪問時や授業参観時の家庭からの要望を

収集する。

○関係諸学校との情報交換を定期的に行う。

校長は、ＰＴＡや学校評議員会、校長会、ある

いは区長会、民生委員会など、関係諸団体の情報

を広く収集している。それは、日々の教育活動を

より効果的に展開し、「特色ある学校作り」を進

めるために、学校外部にどのような支援的資源が

あるのかを探り、地域・関係諸団体などの教育力

を学校に生かそうという意図によるものだと考え

る。したがって、「関係諸団体の把握・情報収集」

を主な要素として定めた。

② 「保護者・地域などとの信頼関係」

主なリーダー行動

○ＰＴＡ活動への理解と積極的な参加を教職員

に促す。

○地域行事への理解と積極的な参加を教職員に

要請する。

○保護者や地域への対応の仕方について指導する。

○積極的な学校公開を推進する。

○校外学習を積極的に推進し、子どもと地域と

の交流を深めさせる。

校長の地道な努力によって得た保護者・地域と

の信頼関係をさらに強固なものにするためには、

教職員も積極的に保護者・地域との交流を深めな

ければならない。教職員にＰＴＡ活動や地域行事

への積極的な参加を求めるリーダー行動は、この

ためだと考えられる。また、『地域に理解しても

らうには、生徒の姿を見てもらうのがよい。』と

いう考えから、積極的に生徒を地域の人々とかか

わらせる学校経営を実践している例もインタビュ

ー結果にある。このように教育活動を推進してい

く中で、保護者・地域からの信頼を得ることは、

学校にとって何物にも代え難い活力となるのであ

り、よって「保護者・地域との信頼関係」を主な

要素として定めた。

ウ ＣＨＥＣＫ（評価）：「経営課題把握力」

この段階のリーダー行動の出現頻度は高くはな

いが、昨年度より全面実施された群馬県学校評価

システムが学校組織に確実に定着しつつあること

がうかがえる。

(ア) 「学校評価を実施し、学校課題を明確にす

る力」

① 「学校経営ビジョンに基づく独自の評価項

目の設定」

主なリーダー行動

○学校評価システム（「羅針盤」「方策」「具体

的な数値目標」）について説明し、主体的な

取組となるよう指示する。

○今年度の学校評価を基に、次年度の学校経営

方針に沿った学校評価の原案作成を指示する。

○各分掌の目標に沿った評価項目の設定を指示

する。

○学校経営方針・指導の重点に基づいた点検表

を作成する。

学校評価システムについての説明を行うととも

に教職員に対して主体的な取組を促している校長

が多い。また、プロジェクトチームを組み、自校

の実態に合った、より綿密な学校評価システムを

展開している学校など、「学校経営ビジョンに基

づく独自の評価項目を設定」している学校が多く

見られる。よって、「学校経営ビジョンに基づく

独自の評価項目設定」を主な要素として定めた。

② 「評価結果の分析・吟味」

主なリーダー行動
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○評価結果を基に学校課題とその改善策につい

て意見を述べ、具体的な実践への取組につい

て検討を指示する。

○内部評価の弱かった点を指摘し、具体的な評

価の観点を中心に検討させる。

○学校経営評価による改善策の進捗状況を確認

し合うことの大切さを理解させる。

学校評価はあくまで教育活動全体の改善がねら

いであり、その評価結果の分析・吟味は大変重要

な意味をもっている。「評価結果の分析・吟味」

がなければ学校経営ビジョンの実現状況を判断

し、それによって次年度の学校経営の軌道修正を

図ることはできない。学校経営を的確かつ総合的

に判断することは、組織としての力量アップを図

るために必要なことだと考える。よって「評価結

果の分析・吟味」を主な要素として定めた。

(イ) 「自己の職務達成状況を評価する力」

① 「目標に向けてのリーダー行動の振り返り」

主なリーダー行動

○学校経営に関する再点検を実施する。

校長自身も教職員同様に自己評価することが大

切であると考える。自らが構築した学校経営ビジ

ョンが学校の実態に即していたのか、校長自身の

戦略は正しかったのかなどを振り返り、次年度の

学校経営をより充実したものにすることが求めら

れている。また、独自の自己評価項目を作成・活

用している校長もインタビューで明らかになっ

た。したがって、「目標に向けてのリーダー行動

の振り返り」を主な要素として定めた。

(ウ) 「教職員の職務達成状況を評価する力」

① 「教職員の業績把握」

主なリーダー行動

○教頭へ教職員の的確な業績評価を指示する。

○学校評価に基づいた個人・各分掌の自己評価

表作成を指示する。

○教職員人事評価制度について説明し、その趣

旨と取組への共通理解を図る。

○教職員人事評価制度による自己申告書をもと

に自己目標設定について指導助言する。

○自己申告書をもとに進捗状況の把握や今後の

取組へのアドバイスを行い、意欲付けを図る。

来年度全面実施される教職員人事評価制度の趣

旨と意義を教職員に説明し、共通理解を図ろうと

するリーダー行動が非常に多い。そして、自己申

告書の目標に対する達成状況を的確に把握すると

ともに、今後へのアドバイスを行い、各教職員の

力量アップを図ろうとするリーダー行動や評価者

でもある教頭への指導助言も多く見られる。的確

な業績把握は教育実践に対する個々の教職員の意

欲を喚起するとともに、組織全体の力量アップを

図ることでもある。

以上のことから「教職員の業績把握」を主な要

素として定めた。

エ ＡＣＴＩＯＮ（改善）：「経営改善力」

(ア) 「評価を次年度に生かす力」

① 「学校課題の重点化」

主なリーダー行動

○評価結果をもとに学校課題とその改善策につ

いて説明し、具体的な実践への取組の意識付

けと協働体制による実践化を図る。

○学校評価を生かし、次年度の指導の重点と職

員の協働体制の方針を説明、指示する。

学校評価結果の分析をもとに学校課題を重点化

している学校が多い。このことは、校長が「学校

課題を踏まえたその改善策を示し、具体的な取組

を検討し、実践化を図る」というリーダー行動に

現れている。中には、学校評価結果を２学期から

の学校の経営方針にいち早く反映させ、教職員に

提示している校長もいる。よって「学校課題の重

点化」を主な要素として定めた。

② 「学校経営ビジョンの修正」

主なリーダー行動

○重点課題をもとに具体的な改善策を検討さ

せ、教育計画の修正を図る。

○学校の教育目標修正の理由を説明する。

学校評価結果に基づく学校課題の重点化を受け

て、よりよい教育活動を目指すためには校長自身

が構築した学校経営ビジョンの修正を図る必要が

ある。組織マネジメントが導入された意義は、マ

ネジメントサイクルを繰り返し、絶えず組織とし

てステップアップを図ることである。ある校長は、

『昔からマネジメントサイクルに基づく経営は行

われていた。しかし、「評価」を次に生かす「改

善」の部分が弱かった。この経営改善力は大切に

したい。』とインタビューで述べている。このよ

うなことから「学校経営ビジョンの修正」を主な

要素として定めた。

４ まとめ

本研究では、管理運営能力という概念的なもの

を実際の校長の具体的なリーダー行動データから

管理運営能力を構成する「主な要素」として定め
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た。その結果、以下のようなことが明らかになっ

た。

○ マネジメントサイクルの各段階において多く

のリーダー行動が見られた。特に「経営実践力」

についてはリーダー行動の出現頻度が高く、日

常の教育活動の中で校長が学校の様々な関係者

に対して働きかけを行い、目標実現に向けて力

を注いでいることが分かった。とりわけ、「学

校経営ビジョンの発信・理解・共感」「キーパ

ーソンのリーダーシップ促進」「校内研修の推

進・充実」は校長の学校経営ビジョン実現のた

めの重要な戦略であり、学校経営推進上の鍵に

なると考えられる。

○ 学校評価結果を学校経営ビジョンの改善に生

かすなど、校長のリーダーシップのもとでマネ

ジメントサイクルを学校組織に確実に定着させ

ることが、学校力を高めることになると考えら

れる。

○ 実際の校長のリーダー行動などから校長の管理

運営能力の主な要素を定めたことで、校長に求め

られる管理運営能力を具体的にイメージすること

が可能になったと考える。また、校長の日常的な

教職員に対する指導助言が、明確な「学校経営ビ

ジョン」に基づいていることも確認することがで

きた。
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